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○山田俊男君 

 冒頭、去る十二月九日の衆議院の農林水産委員会におきまして、千百

六十七万人にも及ぶ国会請願に対しまして鹿野大臣が極めて真摯に対応

いただいたわけでありまして、私も大変感動しましたが、残念ながら当

委員会ではそこまで実現ができませんでして、大変残念でありました。 

 今日は、請願の趣旨をも踏まえながら、大臣に対しまして、またほか

の皆さんに対しまして率直に意見交換をさせてもらいたいと、こう思っ

ております。どうぞよろしくお願いします。 

 最初に、交渉体制について新聞報道があります。一体どういう体制に

なるのか、その場合、交渉参加を前提にしたものなのか、それとも、今

後、総理がおっしゃっていますように、各国からの情報を得て、国民的

論議を経て結論を得ていくということなんだということの推進体制なん

ですか。どんな内容のものなんですか、簡潔にお願いします。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 お答えいたします。 

 去る十二月の十三日にＴＰＰ協定交渉参加に向けた閣僚会合を行いま

して、そこで体制と情報の在り方について議論を行ったところでありま

す。その中で、関係府省が一体となって検討を進めて、我が国の国全体

の国益に合った考え、それを判断するための強力な体制を置くことにし

たわけでございます。 

 具体的には、内閣府の国家戦略室のホームページにも出させていただ

いておりますが、議長を国家戦略担当大臣としまして、官房長官及び関

係大臣で構成をいたします。その下に幹事会をつくりまして、不肖私、

内閣府の副大臣が担当することになりました。構成員としては、官房副

長官を始め関係副大臣で構成をいたしております。更にその下に事務局

として、事務局長を事務の官房副長官になっていただきまして、更にそ

の下に次官級、局長級の会合を設置いたしまして、更にその下に三チー

【主な質疑項目】 

１．日本政府のＴＰＰ交渉体制・農水省の関与の仕方について。  

２．交渉の秘密主義と、国民的議論・交渉の透明性の確保について。   

３．「国益を踏まえて判断する」と言うが、その判断基準について。  

４．包括的な合意（コンプリヘンシブ トレード アグリーメント）に

おける除外品目の扱いについて。  

５．ＴＰＰ参加が前提の協議か否かについて。 
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ム、国内広報・情報提供チーム、これは主に任務といたしまして、ＴＰ

Ｐ及びそれに関連する事項に関し国民や各種団体へ情報提供及び広報を

行うということ、それから二番目のチームといたしまして、国内連絡・

調整チーム、これは、国会対応、各党対応含めまして国内関係者に対す

る諸連絡、調整を行うチーム、それから三つ目のチームといたしまして、

国別協議のチームといたしまして、現交渉参加国、九か国でありますが、

その交渉参加に向けた協議を担当し、その中で関係情報も収集をすると、

そういうふうな体制で行っていくことを決定をいたしたところでありま

す。 

 そして、新体制は、スタートの時点では全体でおおむね五十人規模と

なりますが、今後協議の進捗状況を見ながら必要に応じて人員を増やし

ていく予定であります。そのチームは内閣官房の庁舎に設置する予定で

ございます。そして、今お話にありましたように、国民の皆さん方に対

する情報提供が不足しているという御指摘を重く受け止めまして、各国

の協議を通じて得られた情報を含めて、一層の説明や情報提供にしっか

りと努めていきたい。そのために、この国内広報・情報提供チームを活

用し、地方や国民に対する各種団体も含めまして情報提供、広報を政府

一体となって行っていきたいというふうに考えております。 

 

○山田俊男君 

 要員は全体で五十人ということですが、各省別にどんな体制で組んで

おられますか。そして、場所はきちっとそれら要員がワンフロアにいて

仕事ができる、ワンフロアでなければ二階、三階のフロアでちゃんと連

絡を取ってやれると、こういうことになっているんですか。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 今も申し上げましたが、場所は内閣官房に設置をいたしまして、一応

一つのフロアで対応できるように考えております。 

 

○山田俊男君 

 各省の人数はどのぐらい考えておられるんですか。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 今も申し上げましたように、スタートの時点ではおおむね五十人規模

で、協議の進捗状況を見ながら、更に必要に応じて人員を増やしていく

と、そういうことでございます。 
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○山田俊男君 

 大変な私は交渉になるというふうに思います。もちろん、協議の上、

国民的議論を行って参加しない、ないしはアメリカから、ないしはＴＰ

Ｐ参加国から、日本は今入れると邪魔だから結構だというふうな話にな

れば別なんでしょうが、しかしそれにしても、一方で韓国とやります、

さらには、オーストラリアはどうするんだ、ＥＵをどうするのかという

話をすると、当然、包括的経済連携の基本方針にのっとってどんなこと

をやるのかということを考えていかなきゃいかぬわけですから、そこは

よほどしっかり専門家を呼んで体制を整えなきゃいかぬというふうに思

います。 

 それで、お聞きしますが、民間人、まさか入れないでしょうね。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 民間人入れるか入れないかという点については今後検討をしていくと、

そういうふうに現段階では考えております。 

 

○山田俊男君 

 確かに、かつてはアジアとの二国間のＥＰＡを進めるときにそれぞれ

専門的な委員会を設置して、農業団体から出ます、それから経済界から

も出ますということだったわけですが、しかし事務局に入るみたいなこ

とはなかったわけで、まさかこの事務局つくって、それで経団連から何

人か人が入っていますよ、輸出大企業からこんなふうに人入れています

よ、輸出大企業労組の連合からこんなふうに人入れていますよというこ

とはないんでしょうね。確約してください。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 現段階ではそのようなことは考えておりません。先ほども申し上げま

したが、地方を含めて、国民に対して各種団体等々も通じて情報提供、

広報を政府一体となってしっかりとやっていきたいというふうに考えて

おります。 

 

○山田俊男君 

 内閣府の規制・制度改革の取組みたいに、民間人が、規制改革の関心

事項を持っている民間人がどおんと入ってきて、それが委員の中の大宗

を占めている、メンバーの中の半分以上を占めているみたいなことでこ

んなことが進むということになったら絶対駄目だからね。それはもう絶
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対許さないから。今約束してください。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 先ほども申し上げましたように、現段階ではそういうふうなことは考

えておりません。各種団体等々を通じてしっかりと情報収集の説明を国

民に対してやらせていただきたいというふうに考えております。 

 

○山田俊男君 

 鹿野大臣、農水省は一体どういう参加の仕方をされるのかというのは

大変気になるんですね。大臣はいまだに、協議のために情報を得るんだ、

協議をして情報を得るんだということで、参加という言葉は一言も使っ

ておられないわけ。そういう立場で、しかしこの事務局にどういう形で

かかわるかというのは物すごい私は大事だというふうに思うんです。 

 当然のこと、情報を得ることが必要だし、情報の中で一つ一つ様々な

判断が必要になってくることもある。ましてや、後ほどもこれは議論さ

せてもらいたいというふうに思いますが、様々な表へ出せない情報があ

りますよみたいなことがある。外にいたら何の情報も入ってきませんみ

たいなことをやっていちゃ駄目なんで、それこそ農水省は、省を挙げて

と言ってもいいくらいだけど、人数出して、最もの専門家、場合によっ

たらＯＢでもいいですよ、連れてきて、ちゃんと専門家が事に当たると

いうことをやるべきだというふうに思うんですよ。もう英語が十分しゃ

べれます、スペイン語もしゃべれますと、こういう人を準備しなきゃい

かぬと思うんですよね。いかがですか、臨まれる決意、聞かせてくださ

い。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 このＴＰＰにかかわっていくというようなことにおきましては、二十

一分野にわたっての交渉というふうなことになりますから、相当これは

幅の広い議論になっていきます。そういう意味で、横断的な省庁の体制

というものを組んでいく、閣僚のレベルで、そして副大臣クラスのとこ

ろの幹事会等々、こういうようなことで、当然のことながら基本的な考

え方というものは議論されていくわけでありますし、また事務方におき

ましても、当然そのチームには、農林水産省からもちゃんとそのチーム

にも入っていくと、こういうふうなことであります。 

 ゆえに、今、山田委員が御心配のことは、いろいろの今までの議論を

お聞きいたしますと、農林水産省の声が小さくなってくるのではないか
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と、こういうふうなことの御懸念というふうなものもあるのではないか

と思いますけれども、農林水産省の声が小さくならないように、こうい

うふうに私どもは取り組んでいきたいと思っております。 

 

○山田俊男君 

 大臣、しっかりその体制を仕組んでもらいたいというふうに思います。

参加するか、参加しないか、決裂するか、終わるかもいいですよ。だけ

ど、今しっかり取り組んでおかないと、参加の判断もやめる判断も情報

が得られないということを大変心配するからであります。 

 さて、野田総理は、情報を得て国民的な論議を行い結論を得るという

ふうにおっしゃっているわけです。これは、石田副大臣、ちゃんとこれ

は総理がおっしゃっている意味のまま実現できると、これは約束しても

らえますね。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 総理のお言葉、大変重いわけでありまして、国民的論議を踏まえてそ

れは決定をさせていただくということでございます。 

 

○山田俊男君 

 それだと、副大臣、結論を得るということは、じゃどういうことなん

ですかね。そのときの判断基準は何なのか、何か判断基準をこれはお持

ちですか、お聞きします。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 現段階におきましては、今後、関係各国との協議を開始するわけであ

りまして、各国が我が国に求めるものについて更なる情報収集に努め、

十分な国民的な議論を経た上で、あくまでも国益の視点に立ってＴＰＰ

の結論を適切なタイミングで得ていくということでございまして、そう

いったことを今、私どもでは、国民的な議論を経た上で、あくまでも国

益の視点に立って結論を出していくというふうに考えております。 

 以上であります。 

 

○山田俊男君 

 おっしゃるとおり、総理がそうおっしゃっているというのは私も承知

しています。 

 国益の立場に立って、観点で判断するというふうにおっしゃいますが、
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国益は、日本経団連も主張しているのも国益です。マスコミが主張して

いるのも国益、一千百六十七万人の署名の請願者が訴えているのも国益。

一体、その国益の判断という場合の、どういう判断がおありかと、そこ

は考えておられるのかと。いや、実は今何もないんだと、総理が言って

いる国益、何かその辺からどこかにあるのかよく分からないけど、その

ことだけで物を言っていますよ、ごまかしていますよということじゃな

いんですか。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 具体的な対応につきましては、国益を得るという視点に立って、例え

ば、委員恐らく閣議決定等々のこともおっしゃっているのかなというふ

うに思いますが、閣議決定も含めて、御指摘の点の閣議決定も含めて今

後検討してまいりたいというふうに考えております。 

 

○山田俊男君 

 鹿野大臣、鹿野大臣は、国民的な論議を経て結論を得ていくと、こう

おっしゃっておられるわけですが、どうも鹿野大臣は何か基準をお持ち

じゃないかという気がするんです。だって、そう言う以上は判断基準が

必要なんだから。だから、鹿野大臣の判断基準は何ですか、お聞かせく

ださい。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 基本的には、関係各国が何を日本の国に求めるか、こういうふうなと

ころをきちっと把握しなければ、これは判断できないわけであります。

そこをしっかりとつかむというふうなことだと思います。そういう中で、

じゃ我が国としてどうあるべきかというふうなことを判断していく、こ

ういう考え方に立っております。 

 

○山田俊男君 

 大臣、分からないんだよ。一体各国がどういう情報を持っているか、

そして、それをちゃんと聞いた上で判断していくという場合に、こちら

側の判断基準、大臣の判断基準、おおよそこういうものだよということ

が必要になるじゃないですか。例えば、センシティブ品目についても除

外だとか、それから米についてはどうも除外されるんじゃないかとか言

ってみたり、民主党のそれぞれ党代表たるべき人がそういうことを言っ

てみたり、いろいろあるじゃないですか。そうでしょう。 
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 大臣の判断基準は何ですか。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 御承知のとおりに、このＴＰＰ協定に関する件は外交案件であります。

そういう中で、どういう姿勢で臨んでいくかということを考えたときに、

私自身が全て胸の中にあるものを吐露するというふうなことは果たして

国益上プラスであるかどうかということを考えたときに、しっかりとこ

の胸にしまい込んでおくというようなことの中で各国が何を求めるかと

いうふうなことをまず把握するというふうなことが先ではないかと、こ

んなふうな認識を持っているところでございます。 

 

○山田俊男君 

 外交案件なわけでしょう。確かにそうだと思うんです。だから、今、

今度外務省の審議官にお聞きしようというふうに思いますけれど、外交

交渉上は、今それこそ鹿野大臣おっしゃったように、外交案件だから場

合によったら出せるもの出せないものがあるというふうにおっしゃるん

じゃないかというふうに思うんだよ。そのときに、一体、ちゃんと適切

な情報を持って、そして判断基準がない限り判断できないじゃないです

か。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 基本的に、委員御承知のとおりに、今回の野田内閣総理大臣が表明さ

れたのは、交渉参加に向けて関係各国と協議に入りますと、こういうこ

とでありますから、一つの判断というふうなものはこれからなされてい

くわけでありまして、そういう中で相手国がどういうふうな考え方を持

っているのかというふうなことをきちっと把握するというふうなことが、

これが前提になるわけでございます。 

 そういうふうな意味も含めて、私どもが全部、まだ交渉の段階にも入

ってないわけでありますから、全てをさらけ出してこれが基準でありま

すというようなことを前もって表明するということは決して私は国益上

プラスになるものとは考えない、そういう認識に立っておるところでご

ざいます。 

 

○山田俊男君 

 これは石田副大臣、又は片上審議官、農産物だけがセンシティブ品目

を抱えて、そして難しい判断をせざるを得ないものをたくさん抱えてい
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るというだけじゃなくて、経済産業省が管轄している鉱工業製品に関し

ても相当数の、相当数の品目のセンシティブ品目があるんです。今まで、

ＷＴＯの交渉があったり、それからさらに二国間のＥＰＡの交渉があっ

たり、たくさんしたんだけど、一つも手を着けていない品目があるんで

すよ。御存じだというふうに思います。相当数あるんだ。 

 だから、そういう品目の扱いについて、一体基準どうされます。今、

鹿野大臣おっしゃったように、それこそ相手国の情報を得てそれで判断

しますかね。いかがですか。 

 経済産業省呼んでおりませんが、これは、だって、これから事務局体

制の幹事長をおやりになる石田副大臣は当然腹の中にあるんでしょうし、

それから片上審議官はこれまでずうっと歴戦の外交交渉をやってこられ

たわけですから、それぞれどんなふうに受け止められますか。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 委員御案内のとおり、交渉ですから、もちろん相手があってのことで

あります。その交渉がこれから入っていくわけでありまして、委員おっ

しゃるとおり、品目、二十一分野、多岐にわたっておりまして、そうい

うことについてきちっと情報をまず収集をし、そしてその情報収集をし

た上において、やはり我が国の国益にのっとって判断をしていくべきだ

というふうに考えております。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 お答えさせていただきます。 

 基本的には同じ立場でございます。これからまさに各国が何を求めて

くるのか。 

 委員御指摘のとおり、約九百四十品目、約一〇％のタリフラインのセ

ンシティブ品目というのがございます。その中には農産物だけではなく

て鉱工業品も含めてあるわけでございます。そういったものを踏まえな

がらも、まずは、総理が言われたとおり、関係国との協議を通じて相手

国が何を我々に求めてくるのか、求めてくるものが何なのかをまず把握

して、その上で対応するということかと思っております。 

 

○山田俊男君 

 片上さんね、もう既に医薬品や医療の扱いや、それからＩＳＤ条項の

扱いや、それからＧＭＯ等安全安心基準の扱い、これらについて様々な、

例えばアメリカから対日年次改革要望書で相当な働きかけがある、それ
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から貿易障壁に関する報告書で注文が付いているとか、様々なものがあ

るわけですね。こういうことについての判断は一体どんなふうにされる

んですか。例えばＩＳＤ条項については、オーストラリアは今アメリカ

と交渉しながらもう相当反対している、激烈に反対しているという情報

を得ているわけです。だから、こういうことについて判断基準がなきゃ

いかぬじゃないですか。今全く白紙なんですか。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 お答え申し上げます。 

 今委員御指摘の幾つかのＩＳＤＳ条項等については、御指摘のとおり、

我々が得た情報収集の中では、ＴＰＰの中で、国を挙げていいのかどう

かあれですけれども、豪州が強く反対していると。一方で、これまで得

られた情報の中で、ＩＳＤＳ条項についても、まあ日本は御案内のとお

り投資協定等、二国間のＥＰＡでもそういう条項ございますけれども、

これまでの九か国の議論の中で、これまでの運用を踏まえて、若干制約

的ないろんな条件を付けようじゃないかというような情報もございます。 

 確かに、御指摘のとおり、今まで、昨年の十一月の経済連携方針に基

づく情報収集で得られた情報というのは、これまでも御批判いただいて

いるように必ずしも十分なものではない点、ただし、今後、まだこれか

らやるわけですけれども、総理の言われた参加に向けた関係国との交渉、

その中ではより厚い情報が得られるのではないかと思っております。 

 そういう情報を踏まえて、まさに関係省庁ともシェアし、先ほど来あ

りましたように、国民的な論議、そのための情報提供をし、その上で判

断していくのかなというふうに考えている次第でございます。 

 

○山田俊男君 

 先ほど石田副大臣の方からもありましたが、閣議決定とかみたいなこ

とを考えておられるのですかねみたいなお話もありましたけれども、ど

ういう局面で、どういう判断基準で判断していくことになるのか。それ

は閣議の決定なのか、それから総理の判断なのか、場合によったら、物

すごい国民的論議といったら、行き着く先は、これはもう選挙やったら

どうですかみたいなことにもなりかねないことでありますけれども。 

 どういう考え方をまとめて、そしてどういう対処方針を作って、どう

いう基準を定めて、それは関係者との間でどういうやり取りをして、そ

してまとめていくことになるんですかね。私はその辺がもう皆目見当付

かない。今まだ協議にも入っていないし何するわけでもないなんという
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話をしていますけれども、そうじゃないでしょう。アメリカからはＵＳ

ＴＲのもう次席代表が来たり代表補が来たり、議論がなされているわけ

じゃないですか。何も話していません、個別の課題、ＴＰＰの課題にな

る分野のことについて何も話していないというわけじゃないでしょう。 

 だから、一体そういうことごとについてどこでどんな、最終的に情報

を得た上で閣議決定するのかもしれませんよ、対処方針作るのかもしれ

ませんよ。しかし、そこへ行き着くまでの間の議論をどこかでちゃんと

やっておかないと前へ進みようがないじゃないですか。別に進まないと

いう判断をしているならそれはそれでいいんですけれども、進まないと

いう判断をするにしたってここは納得できないという基準が必要じゃな

いですか。それ、大臣、大臣の胸に、私の胸にしまってありますという

だけではこれは完全に置いてきぼりになっちゃいますよ、これ外されて。

そう心配しますよ。大臣が外されるということは、全国の農林水産業者

の思い全部外されるということなんですよ。 

 その基準は一体どんなふうにお考えになっておられるのか、一体どう

いう局面でどんな判断されるのか、お聞きしたいですね。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 私は、何遍も言いますけれども、交渉参加に向けて関係各国と協議を

するということなんですよ。それは交渉参加ということじゃないんです

よ。ですから、相手国が、関係九か国がどういうふうに日本に対して求

めるかというふうなことをしっかりととらえなければ判断も何もできな

い。そういうときに、私たちは最初からこうですよと言うようなことは

決してプラスというふうなことにもならない面があるんじゃないですか

と。だから、最終的には当然そういう相手国が何を求めているかという

ふうなことの中で決定をするわけでありますから、また、その決定の方

法は閣議において決定をするかどうかという、そういう態度はまだ不明

でございますけれども。 

 だから、少なくとも相手国が何を考えているかというようなことをと

らえていかないと、判断も、正確なる判断もできないし、そしてまた、

そういうふうな何を求めているかということを国民の人にもきちっと説

明をして、できる限り、そしてそういう中で議論をしていただくという

ふうなことも、これは当然のことながらこの議会でも議論になるでしょ

うし、そういうものも参考にしていくというふうなことになるわけであ

りますから、私はそういうふうな認識を持ってやっていくというふうな

ことは当然、当たり前のことではないかなと、こう思っているわけです。
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ですから、私どもが何もないままというふうなことではないわけであり

ます。 

 少なくとも、しかし、今アメリカとの話が出ましたけれども、今日ま

での構造協議等々でいろんな議論になったものは、何とかさん、何とか

さんという方が来た段階でいろいろ話があるいはなされているかもしれ

ません。しかし、現実、アメリカは今パブコメをやっているわけです。

そうすると、そういう中でアメリカはその結果を得てこういうふうなこ

とですよというふうなことを出されるんじゃないかということも想定さ

れるわけでありますから、そういう状況の中で相手国が何を求めるかと

いうふうなことをしっかりととらえていくというふうなことがまず先で

はないかと、こういう考え方であります。 

 

○山田俊男君 

 片上さん、マランティスＵＳＴＲ次席代表、それからカトラーＵＳＴ

Ｒ代表補が来日しているわけですね。一体どういう話があったんですか、

また、誰と会ったのですか、聞かせてください。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 お答え申し上げます。 

 マランティス米次席通商代表、これはＡＰＥＣの首脳会談の翌週、十

七日前後に訪日いたしました。 

 済みません、誰と会ったかはちょっと……（発言する者あり）申し訳

ございません。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 カトラー米国通商代表部代表補と、実は内閣府の大串政務官が十四日

の日に会いまして、大串政務官から十二月十三日の、先ほど私御答弁い

たしましたＴＰＰ交渉参加に向けた関係国との協議に入る、それをお話

しをさせていただいて、そして省庁の横断的な体制を構築するというこ

とでこちら側の説明をさせていただいて、そして一層の説明とか情報提

供に取り組むために必要な情報を提供するように依頼をさせていただい

たわけでございます。 

 これに対してカトラー代表補からは、省庁横断型の体制を構築された

ものは良いアプローチである、情報提供について更に何ができるかを帰

国後検討したい、その旨を述べたというふうなことを大串政務官から聞

いておるわけでございまして、先ほど来、鹿野大臣も答弁いたしておる
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ように、このＴＰＰについては二十一分野、多岐にわたっておるわけで

ありまして、非常に関係国といろいろ情報を、それぞれの国がそれぞれ

のいろんな問題を抱えているわけでありまして、それぞれの国から様々

な情報を的確につかんでそれを我が国の国益に合うように判断をする、

これが私どもの責め、責任であるというふうに思っております。 

 

○山田俊男君 

 品目の話出なかったんですか。例えば牛肉であるとか自動車であると

か郵政や保険であるとかという話ですが、いかがですか。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 お答えさせていただきます。 

 マランティス米次席通商代表が来られたときに、もちろんこれは米中

通商協議、その途次に日本に立ち寄ったものでございますが、その際に

は郵政、牛肉、自動車、そういった二国間の懸案事項として取り上げら

れて説明があったと承知しています。カトラー代表補につきましては、

私ども外務省の局長と会ったときには牛肉の話が出て、私どもの方から

は現在の国内の手続、それを説明したということでございます。あと、

私どもが報道で把握している限り、経産の局長に会ったときに、自動車

問題というものがやはりアメリカの中であるので何らかの解決を今後二

国間で話をしていかなきゃいけないのかなというような話が出たと承知

しています。 

 ただ、先ほどございましたとおり、アメリカはまさに今、現在そのＴ

ＰＰに関して言えば、利害関係者とか議会関係者との協議、あるいはパ

ブリックコメントの締切りは一月十三日と、こういう中で取りまとめを

行っているものですから、アメリカ側からそのＴＰＰに関連して何かの

要請があったとかそういう話ではなくて、あくまでもこれまでの二国間

の懸案事項について意見交換が行われたというのが位置付けでございま

す。 

 

○山田俊男君 

 どうも、片上さん、やはり二国間の懸案事項について話し合われたと

いうふうにおっしゃっているんだけど、その二国間の課題、これはもう

ＴＰＰとは関係ないんですか。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 
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 お答え申し上げます。 

 ＴＰＰ参加に向けての米国との協議の中でアメリカ側が何を言ってく

るか、これは先ほども申し上げましたように、アメリカは今、現在国内

の調整を行っている段階で、まだそういう意味では具体的な要請は何一

つ来ていません。 

 他方、その先ほど申し上げた案件というのはこれまでも日米間の二国

間案件として協議、意見交換した案件でございますので、そういうコン

テクストで話が出て意見交換が行われたというふうに承知しております。 

 

○山田俊男君 

 オーストラリアとかニュージーランドの情報を新聞その他で見さして

もらうと、それぞれの国民の中に非常な不満が高まっているという情報

が見て取れるんですよ。それは何かといったら、要はＴＰＰの九か国、

それからＰ４に入っておられたニュージーランドですら、一体、この交

渉の中で情報が入ってこないという中で、結局は透明性の確保というの

が最大の課題になっているわけ。どうも、例えばマルチで交渉したって、

それから二国間で交渉したって、そのことが表に出ると他国とのやり取

りに影響を与える、それからさらには、九か国以外の国々ともそれぞれ

いろんなかかわりがあるわけですから、そうした国々に対しても貿易上

の、また通商上の影響を与えるということから、ややもすると秘密交渉

でなきゃいかぬということにどうもなってしまっているんじゃないかと

いうことを指摘されているわけですが、実態はどうなんですか。韓米Ｆ

ＴＡにしてからが、情報が出たのは、それこそもう国会批准の直前ぐら

いになって、いや、実はＩＳＤ条項がありまして、これは大変な内容で

すよということがわっと知れ渡ったり、医療やそれから国民皆保険、保

険制度のことについても情報が出たりしたわけでしょう。 

 どうも、国民的論議を経てそして判断していくという、そこへ行き着

く前に、ないしはそこへ情報が十分出ないまま物事が進んでしまうとい

うことになっているんじゃないですか、なるんじゃないですか。その点

についてはいかがですか。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 お答え申し上げます。 

 私ども、今までいわゆる情報収集、今回の参加に向けた交渉、関係国

との交渉じゃなくてその前の段階の情報収集の中で感じていますのは、

委員御指摘のとおり、非常に情報管理が関係国の間では徹底していると
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いうのは事実でございます。 

 他方、これから私どもが、先ほど申し上げましたように、総理のお考

えを受けて、今後その関係国と参加に向けた協議、これを行う過程では、

ここからはまだ何も、まだこれからの話でございますので推測も混じり

ますけれども、当然のことながら相手国は現在のＴＰＰ交渉のテキスト

を踏まえつつ、例えば日本はこれはできるんでしょうか、ここは大丈夫

なんでしょうかという形での情報は多分、多分です、入手できる、今ま

で以上には入手できるんじゃないかと。 

 あと、センシティブな話として、どこからその情報を入手したかとい

うのは、先ほど申し上げましたように関係国の間で結構厳しい情報コン

トロールがありますので、どこから得た情報かというのが分かるような

形での開示というのはできませんけれども、幸いなことにマルチの協議

ですので、それぞれの関係国から得た情報をきちっと整理し直して、ど

の国から出たという話が分からない形で整理してきちっと示す、その上

で国民的な論議を行っていただく、こういうことができるのではないか、

あるいはしなきゃいけないんじゃないかというふうに考えている次第で

ございます。 

 

○山田俊男君 

 秘密交渉して、また秘密交渉になっちゃって、それで結局はもう追認

させられるだけだということに決してならないように、石田副大臣、事

務局体制の要として仕事されるわけですから、その点、もう注意に注意

を重ねてやってもらわなきゃいかぬと。 

 それで、これは皆さんにお願いする話では決してないわけで、委員長

に是非意思反映してもらいたいようにお願いするんですが、ＴＰＰ問題

に対する特別委員会の設置、これはどうしても必要だというふうに思う

んですよね。是非、委員長、よろしく計らってもらいたいと、こんなふ

うに思います。 

 さて、マレーシアのナジブ首相が、日本の参加で交渉を遅らせること

は許されない、既に合意された事項について再交渉はあり得ないという

ふうに発言されているやに伝えられております。また、交渉に参加して

いる九か国は新規参加国に対して、これは日本、カナダ、メキシコです

かね、希望している参加国に対して、現在の交渉参加国が既に合意した

事項はそのまま受け入れる、現在の交渉参加国で設定した野心の水準を

下げない、そして交渉を遅らせない、以上三つの条件を満たすことを求

めているというふうに聞いております。 
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 一体、こうした中で、今後我が国がどういう形で協議を続けるか、ど

う対応するのか、そして徹底した情報開示が必要だというふうに思うん

ですが、片上さん、この情報は当然のこともう聞いておられるというふ

うに思いますけれど、これらについてどんなふうに対処すると、どんな

ふうに考えておられるか、お聞きします。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 お答え申し上げます。 

 今委員の言われたような様々な、合意したものは受け入れなきゃいか

ぬ、遅らしちゃいかぬ、ハイレベルだという話の報道は十分承知してお

ります。 

 ただ、私どもがこれまで得た情報の中で、そういった新規参加国、希

望国ですか、対するルール、そういう形でのルールが合意されていると

いう話は聞いておりません。その点については、まさに先ほど来申し上

げている、これから行うであろう交渉参加に向けた協議の中で彼らが何

を求めてくるのかという中で明らかになって、それを踏まえて、先ほど

の国民的な論議を踏まえて、そういったものに対してどう対応していく

か、そういう形の意思決定を行っていくプロセスになるのかなというふ

うに思っています。 

 情報収集の過程で、繰り返しますけれども、確かに報道で幾つか流れ

ています。ただ、今の時点で私どもの方で得ている情報は、そういう形

で何かルールができたということはまだ承知していないのが現状でござ

います。 

 

○山田俊男君 

 石田副大臣、是非、覚悟というか情報をきちっと出していく決意、そ

れをもう一回おっしゃってください。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 先ほど来申し上げておりますように、各国が我が国に求めるものにつ

いて更なる情報収集に努め、そしてそういう情報収集の下にやはり国民

的な議論を経た上で、あくまでもこれは国益でありますから、国益の上

にのっとってＴＰＰの適切な結論を出していくということが私どもに与

えられた責任だというふうに思っております。 

 

○山田俊男君 
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 片上さん、教えてもらいたいんですが、コンプリヘンシブという英語

はどういう訳なのか、これ聞きたいんですよ。 

 というのは、野田総理はオバマ大統領との首脳会談で、全ての物品と

サービスを貿易自由化のテーブルにのせるというふうに発言されたとホ

ームページに載っているわけ。片上さん、あなたが抗議されたという話

は聞いていますけれども、ただ、ホームページ直してくれなかった、ア

メリカは。だから、もう世界中にそれは知れ渡っているわけよ。一体、

こういう中で、コンプリヘンシブという英語は、これはどう訳すんです

かね。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 お答え申し上げます、二点。 

 コンプリヘンシブ、通常であれば包括的ということになると思います。

それから、先ほどのホワイトハウスの話でございますけれども、リード

アウトでございますけれども、総理はそういう言い方をしていないとい

うことはアメリカも認め、アメリカもホワイトハウスの記者会見でかか

る旨はきちっと答えていると。それから、確かに、訂正は彼らの解釈だ

からしないという立場、アメリカ側はそういう立場ですけれども、他方、

我々の方も官邸、外務省のホームページで総理の首脳会談における発言

については英文も含めてきちっと発信はしているのが現状でございます。 

 

○山田俊男君 

 ホワイトハウスのホームページにコンプリヘンシブという言葉はあっ

たですかね。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 済みません、お時間取らせまして。 

 コンプリヘンシブという言葉はございません。 

 

○山田俊男君 

 これは分野が広いとか、分野が多くて広いとか、それとも全体的とい

うことですかね。それとも、今ホームページにはないというふうにおっ

しゃるからあれなんだけど、全ての物品とサービスという類いのことも

含んだ言葉なんですかね、コンプリヘンシブというのは、そして包括的

という言葉は。どうですか。 
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○政府参考人（片上慶一君） 

 コンプリヘンシブという言葉は、委員恐らく御覧になって御質問いた

だいているんだと思うんですが、ＡＰＥＣ首脳会議の際に行われた九か

国首脳会議、その中の大枠の輪郭に合意したという発表の英文の中でた

しか使われていると思います。その意味するところ、恐縮でございます

が、どこまで、全く例外ないという言葉と等しいのか、それとも違うの

か、その辺のところは実は、申し訳ございませんが、正直言って現段階

で私どもの方では分かりかねています。 

 

○山田俊男君 

 私これ見付けたんですけど、二〇〇七年のＵＳＴＲの声明なんですが、

韓国と米国とのＦＴＡについての当時署名なされたときの文書に、最初

に出てくるんです、コンプリヘンシブってね。そして、中身は、コンプ

リヘンシブ・トレード・アグリーメントと言っているんです。要は、こ

れは包括的な合意というふうに訳していいんですか。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 恐らく私どもの方でも包括的という言葉を使うと思います。 

 

○山田俊男君 

 ところで、十二月五日の日に米国の六十三の農業団体などが、日本が

ＴＰＰ交渉に参加できるようカークＵＳＴＲ代表に書簡を出しているん

です。私も今年の九月にアメリカの有力な農業団体に相当数お会いして

きましたが、その場合、まあ日本が入るということについては、まあ余

り歓迎しないなと、こういう印象なんですよ。だけれど、入るというふ

うに日本自身が決めたら後は歓迎しますよという言いぶりだったかなと

いうふうに受け止めてきました。 

 それで、要は、彼らは日本が交渉に参加し得るか否かを決する前に取

り組むべき重要な課題はと。そこでコンプリヘンシブという言葉を使っ

ているんです。ＴＰＰはコンプリヘンシブな合意でなければならないと

いうことを日本が受け入れるか否かであるというふうに言っているんで

す。これ、文書、見ておられませんかね、ＵＳＴＲのカーク代表に出し

た書簡の中に書いています。これはどういう意味ですかね。包括的な合

意でなきゃいかぬと言っている、ただ単なるそういうだけの意味ですか

ね。 
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○政府参考人（片上慶一君） 

 恐縮でございます。私どもその文書は見ていませんが、したがって、

一般論でお答えせざるを得ないんですが、コンプリヘンシブと言ったと

きに恐らく、例えば、昔であればＦＴＡ、関税交渉が中心の二国間取決

めだったと、それをＥＰＡに持ってきたときに包括的な取決めだという

使い方もありますし、あるいはその使い方の、あるいはその書いた人の

意図するところで基本的には一切例外はないという意味なんだというふ

うな意味に使われる場合も否定はできないと思います。したがって、ち

ょっとそこは使われたコンテクストによって若干異なるのか、お答えに

なっていなくて申し訳ないです。 

 それともう一つは、アメリカの方はもちろん、委員御案内のとおり、

いろんな団体がいろんなレターを出していろんな要求を出しているのが

現状でございますが、先ほど申し上げましたように、アメリカ政府とし

て日本に対して今回のＴＰＰの参加に向けた協議の中で何を求めてくる

かというのはこれからのことでございます。 

 

○山田俊男君 

 まあ、自分から言うのもあれですが、私はもう徹底したかたくななま

でのＴＰＰ交渉参加反対の論者であると自分で自認しているつもりであ

りますから、これ以上この次の質問をするのはなかなかはばかられるわ

けですが、だけど、ちょっと言わせてもらいますと、実は、このコンプ

リヘンシブという用語については、米韓ＦＴＡにおいて韓国が米を除外

しているにもかかわらずこの言葉は使っているわけ。とすると、このコ

ンプリヘンシブな合意というのは、必ずしも全ての物品の自由化を意味

していないというふうにとらえられるんじゃないかと考えられるわけね。 

 六十三の農業団体がそういう形で日本に対してもコンプリヘンシブな

合意でなければならないというふうに、こう言ってきて、それを日本が

受け入れるかどうか、こういうときのこの言葉の意味をしっかりやっぱ

りといいますか、言葉だけの話じゃなくて、それは対米関係の中で、一

体、この言葉を使う意味なりこの言葉を使う背景なり、それから事態を

よく理解しなきゃいかぬのですよ。 

 しかし、それにしても、これはどう受け止めればいいですか。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 直接お答えできるかどうか自信ございませんが、関税、関税交渉とい

うことについて申し上げると、私ども、今ＴＰＰの中で行われているこ
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とというのはこういうことだというふうにほかの場でもお答え申し上げ

ております。すなわち、ＴＰＰ協定については、基本的に全ての関税を

十年以内に撤廃することが原則になるとされているが、最終的に、即時

撤廃がどの程度になるか、段階的にどのぐらいの時間を掛けて撤廃する

のか、また関税撤廃の例外がどの程度認められるか等については現時点

では明らかでないと。 

 それが恐らく現状だと思いますので、そのコンプリヘンシブという言

葉が今後そのＴＰＰ交渉国の中で使われるとしたら、この今まだ現時点

で定かでない部分が固まる過程の中で意味がはっきりしてくるのかなと

いうふうに個人的には思います。 

 

○山田俊男君 

 先ほども言いましたが、そういって、私は米だけ除外されればいいな

んというふうに全く思っていませんからね。砂糖や乳製品や牛肉や酪農

品や小麦、これはもう重要な作物があるわけで、総理がセンシティブな

品目に配慮しなんと言ったときには、間違いなく、少なくともこの六つ

はちゃんと対象になるぞというふうに言わなきゃ絶対駄目だというふう

に確信しているものでありますから。 

 ただ、この交渉自体をどんなふうに受け止めるかということ、今、片

上さんのお話でそれなりに分かりますけれども、そこをちゃんと踏まえ

て進めていく、いや、国民的議論を経て結論を得るときのどういう判断

をするにしろ、そこを踏まえて掛かる必要があるだろうというふうに思

っているものですから、申し上げさせていただいたところであります。 

 ところで、豪州とのＥＰＡについて、これは、全ての物品とサービス

を自由化のテーブルにのせるというＴＰＰの交渉に参加判断したと言っ

ておりながら、豪州の交渉は始まるわけですね。一体この豪州とのＥＰ

Ａ交渉で、まあリクエストは鉱工業製品であるかもしらぬけれども、し

かしオファーやるわけでしょう。オファーはどんなふうに考えておられ

るんですかね。これは、これも片上さんですかね。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 事実関係を申し上げます。 

 日豪ＥＰＡ交渉においては、二〇〇八年二月、東京で行われた第四回

交渉会合、ここで物品市場アクセスに関する双方のリクエスト及びオフ

ァーを交換したという経緯がございます。 
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○山田俊男君 

 今、片上さん、ここが大事なんだよ。二〇〇八年四月と言ったでしょ

う、リクエストとオファーしたというふう……（発言する者あり）二月

ね。リクエストとオファーの内容、示されていますか。農林水産省、知

っていますか。知っているかもしらぬな。知ってなきゃ、そんなの、交

渉にならないもの。 

 片上さんに聞きますが、これ、知らせてあるの。少なくとも私なんか

は知らないよね、マスコミも知らないよね。いかがですか。 

 

○政府参考人（片上慶一君） 

 双方のリクエストそれからオファーの内容というのは、交渉の内容に

かかわるということ、かつ交渉相手国である豪州との関係、それもあり

ますので公表しておりませんので、その内容については申し上げられな

いということでございます。 

 

○山田俊男君 

 ようやくここでここにたどり着いた。言うなれば、ＴＰＰの交渉、大

臣、みんなそうなっちゃうんだよ。結局、アメリカとの間の話、それか

ら各国との話、それからみんなの国とのマルチの交渉にしてからが、結

局、多分、今の言葉の、片上さんが悪いと言っているわけじゃないけれ

ども、今の言葉の繰り返しになっちゃうんですよ。それで一体、いつ何

どき、どんな形で、大臣、ちゃんと判断できるんですか。それを申し上

げているんです、大臣に。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 外交案件でありますから、当然、その全て、全部情報を開示できない

点もありますけれども、根本的なそういう考え方というふうなものをき

ちっと把握したものは、もうこれは国民の人たちにきちっと提示すると

いうふうなことが一番の大事なことでありまして、まさしく国益という

ふうな、そういう問題がいろいろ出ていますけれども、隠し通すという

ようなことは国益を損ねることになりますから、これはきちっとこの情

報を開示するというふうなことの重要性をやっぱり改めて私どもは認識

をするということが大事なことだと思います。 

 特に、先ほど山田委員が触れられたとおりに、米韓の問題で、実は合

意した後に新たな事実が出てきたというような、そういう報道もなされ

ておるわけでありますけれども、そういうことは私はないようにしなけ
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ればならない。できるだけ、当然のことながら情報を開示することによ

ってこの判断というふうなものがなされていくものと、そういう認識に

立つところでございます。 

 

○山田俊男君 

 だからこそ今の段階で、今、今の段階で我々の判断基準、大臣の判断

基準というのを、大臣の腹には持っていますよということじゃなくて、

それこそ国民的な議論の中で判断基準を定めておかなきゃいかぬのです

よ。それじゃなかったら最後になっちゃうんです、交渉の結果として。 

 だって、考えてごらんなさい。オーストラリアは、ＴＰＰに入って、

今後、十一か国なのか十二か国なのかで交渉するメンバーの有力な交渉

国ですよ。そして、やっていったときに、日本はどうもＥＰＡでオース

トラリアに対してこれを要求していると。だって国会決議もありますか

らね、ちゃんと小麦と酪農製品と牛肉、砂糖、これは絶対除外だよと、

こんなことを交渉するんだったらもう出てこいという我々の決議がある

わけだから。そういう中で交渉していくときに、いや、実はオファーは

こういう形でやっていますよ、オーストラリアからもこう来て、オース

トラリアから来るのは心配ないけれども、こちらからこんなオファーや

っていますよみたいな話を表に出してアメリカがどう受け止めるか、ニ

ュージーランドがどう受け止めるか、カナダがどう受け止めるかみたい

なことを考えちゃったら、これはもう交渉になりはせぬのですよ。だか

らこそ、だからこそ、まさに外交交渉なんです。 

 とすると、やっぱり外交交渉に臨むに当たって、きちっと我々の判断

基準を持っていかなきゃいかぬのですよ。大臣おっしゃったじゃないで

すか、さっき、横山公明党の委員の質問に対して。多様な農業の共存と

いうことも、ちゃんとＴＰＰの交渉の中で、情報を得る交渉の中で、各

国との協議の中でそれを言っていかなきゃいかぬことも出てくると思う

というふうにおっしゃったんじゃないですか。大臣ね、少なくともそう

いう観点での立脚点がないと、これはもうぐずぐずになっちゃう。ぐず

ぐずという言葉はいい言葉ですね、ぐずぐずになっちゃうよ。これは大

臣、よっぽど心しなきゃいかぬわけ。こんな、こんな交渉参加、こんな

入り方なんかあり得ませんよ。 

 ましてや、アメリカには交渉参加と言っておいて、そうして国内は、

大臣おっしゃっているように、まさに情報を得て国民的議論をやって、

あとは結論を得るって言っているんだから。完全に、どう考えても、余

り使いたくない言葉ですが、私には似つかわしくないものですから、言
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いますけれども、二枚舌じゃないですか。そうでしょう、それだと。だ

から、今決めなきゃいかぬ、一枚にしろなんて言わないけれども、外交

交渉だから、いろいろあってもいいというふうに思う。だけれども、我々

の主張の基はこれなんだというふうにはっきりしないと駄目ですね。 

 大臣、もう一度お聞きします。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 まず冒頭に申し上げますけれども、各国の何を求めているかというふ

うなことをきちっと把握をして、そしてそれを情報開示をして、そして

国民的議論の中で判断していくということは、私だけが言っているんじ

ゃなしに総理自身も、今、石田副大臣も外務省も言っていると、こうい

うことでありますので、そこは明確に申させていただきたいと思います。 

 それから、基本的に我が国は二〇二〇年までにＦＴＡＡＰ、自由貿易

圏を構築していきたい、こういうふうなことはもう既に決めているわけ

ですよ。そういう中で、道筋がいろいろありますねというふうなことか

ら、まあＴＰＰは現実的にも交渉なされているからそこに一つの参加を

していくというような考え方を持って、そして二〇二〇年に向けていく

ということも一つの考え方ではないかというようなことから、野田総理

が交渉参加に向けて各国と協議に入りますと、こういうふうなことであ

りますから、ですから、当然そういうふうな中で情報を把握するという

ことがこれが前提でありますので、当然、私どもも先ほど言ったように

そういう考え方を持っておりますけれども、しかし外交というふうなも

のは私の思うとおりになるなんというふうなことはこれはないわけであ

りますから、当然のことながら交渉によって、妥協によっていろんな考

え方がなされていくと。それは、当然情報を受けたものを開示して、国

民がどういう考え方に立つかということも当然判断材料にしていくわけ

でありますから、私自身が今全て基準を出した方がいいというようなこ

とは必ずしもこのまだ交渉にも入ってない段階で国益上プラスになるも

のとは思いませんという私の認識を率直に申し上げさせていただくわけ

であります。 

 

○山田俊男君 

 今大臣、率直におっしゃっていただいて、実は、我が国はＦＴＡＡＰ

についてそこへ進めるという方向で議論をしているんだと。まあＦＴＡ

ＡＰまで行かないにしても、ＡＳＥＡＮプラス３とか、ＡＳＥＡＮプラ

ス６とかいう議論も含めて、アジアとの連携をどうするかということが
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大きな課題であることは間違いないんですよ。だって、経済成長が一番

著しいわけだから、そういう経済成長を取り込む。ましてや、アジアの

一員としてアジアの国々とともに連携して発展する。そして、ウイン・

ウインとの関係をアジアの中で築いていく。中国との対応はそうは言っ

たってなかなか難しいよということはあるかもしれませんけれども、し

かし包括的に、それこそ包括的に様々な対応はあり得るわけ。そして、

アジアの国々との間にもはや二国間のＥＰＡ、それからＡＳＥＡＮとの

ＥＰＡ、しっかりそれなりにできているわけ。 

 そこは、原則はみんな各国の多様な農業の共存ですよ。農林水産大臣

がきちっと言うべきなのは、基準として腹に持つべきなのはそれじゃな

いですか。私は、一つ一つの品目について今言っちゃって、あれが基準

だ、これが基準だ、これは関割りだ、これは除外だ、これは何年かの経

過措置だみたいなような腹を持てなんていうふうには言いません。それ

は交渉の中で進めていくことになるわけですから、しかし、少なくとも

我が国の農業のありようも踏まえた各国の多様な農業の共存を基本にし

ていくんだということは、これは重大なかつ大事な国際協議の基本姿勢

ですよ。これすら大臣、ＴＰＰに臨むに当たっておっしゃっておられな

いんですよ。大臣一言もおっしゃっておられないんですよ、今まで。そ

うですよね。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 重ねて申し上げますけれども、まだ交渉参加してないんですよ。交渉

参加してないんです。ここは新たに、山田委員、ちゃんと認識してくだ

さいよ。 

 交渉参加してない。いろんな議論を踏まえて、交渉参加してないんで

すよ。交渉参加に向けて各国と協議するという段階ですよ。そういう中

で、先ほど言われるとおりに、このＡＳＥＡＮプラス３とかＡＳＥＡＮ

プラス６とかという、そういうふうなことも大事ですねということで、

野田総理自身もそのことについて言及もしている。そして、中国と韓国

と日本の間のそういうふうなＥＰＡも進めていきたいということも言っ

ておる。それから、日韓との関係もＥＰＡを進めましょうということも

積極的に総理自身もこの姿勢を示しておると。そういうような状況であ

るということだけは、どうぞ山田委員自身も御理解をいただきたいと思

います。 

 

○山田俊男君 
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 大臣、ＡＳＥＡＮプラス３、ＡＳＥＡＮプラス６、それから日韓も、

それからほかの国々との連携も進めようとしている、進めようとしてい

るとおっしゃったね、今。 

 とすると、ＴＰＰについては、いや、進めようとしているわけではな

い、何の判断もしていない、情報を得るために、ともかく交渉参加に向

けて情報を得るための動きしているだけだ、こういうことの理解でいい

ですか。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 重ねて申し上げますけれども、二〇二〇年のＦＴＡＡＰに向けて自主

的に動いておるのはこのＴＰＰというふうなこと、そういう自由貿易圏

を切り開いていく、築いていくというふうなことの中での選択肢の一つ

としてＴＰＰがあるんじゃないですかというふうなことから、これがど

ういうふうに今後展開していくかということは、相手国がどういうふう

なことを日本の国に求めるかというふうなことをきちっとつかんで判断

していかなきゃなりませんねということですから、何も、参加をすると

かしないとかというようなことはこれからの判断であるというふうなこ

とでありますが、一つの選択肢としてありますねというふうなことから、

総理自身も交渉参加に向けていわゆる協議をしていきましょうというふ

うなことを表明したということであります。 

 

○山田俊男君 

 どういういきさつがあったかは分かりませんが、しかしアメリカが受

け止めているのは、そうでしょうか。世界の国々が受け止めているのは、

日本は交渉参加の判断をした、全ての品目、サービスを自由化のテーブ

ルにのせる、こういう受け止めですよ、だって、そうでしょう。その中

で、私は、だからといって交渉に入れなんて言っているわけじゃないん

ですよ。私は、それであれば、大臣しっかりと、私は違いますと、交渉

に入るということじゃない、総理もそうだ、決してそうじゃないんだと

いうことをちゃんと言ってくださいよ。いやいや、あっちこっちで言っ

ているよということかもしらぬけど、終わった後、記者会見でも言って

くださいよ。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 内閣総理大臣が意思表明をされて最初の予算委員会で、私は明確に、

交渉参加を前提としないと私は明確に申し上げておるところでございま
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す。予算委員会におけるところのテレビ入りのそういう表明は、私自身

が明確に国民に対して示したことだと思っております。 

 

○山田俊男君 

 それだったら、そういう形の世論をきちっとつくらなきゃいかぬ。 

 石田副大臣、あなたは事務局体制の責任者としてこの仕事をしていく

というときに、もう、どこにあなた自身が足を置いているかということ

が物すごい重要だよ。だって、それじゃなかったら、農水大臣がここほ

どまでちゃんと決意を語っておられる、それでそれは野田総理もおっし

ゃっていることだという話になったときに、世の中全体が、この国の世

の中全体が必ずしも受け止めていないときに、一体どうするか。よほど

腹固めて、実は本当に協議、交渉じゃなくてあくまで情報を得るための

協議なんだということをちゃんと言わなきゃ駄目だよ。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 先ほど来、鹿野農水大臣が答弁されているように、総理もはっきりお

っしゃっているように、参加を前提とせず、ＴＰＰのこの協定交渉に向

けた協議を開始しようというふうなことでありまして、我が国が、各国

が我が国に求めているものがどういうものか、そういう更なる情報収集

をするにはまずはこの協議に入る、そうでなければほかの関係各国から

の情報が得られないわけでありますから、そういう情報を得た上で、先

ほど来申し上げて、私も何度も答えているように、十分な情報収集に努

めて、そして十分な国民的な議論を経た上で、あくまでも国益の点に立

った視点でこの問題について私どもとしても最終決断を出していくとい

うふうな、先ほど来委員にお答えしているとおりでございます。 

 

○山田俊男君 

 大臣、大臣のことはよく分かっている、いろんなことをよく分かって

いるつもりでありますけれども、事ここに至って、そしてアメリカから

もＵＳＴＲの関係者がたくさん来ます。それから、日本からも民主党、

与党の代表も何人かはもうアメリカへ行かれる。もうどんどんいろんな

ことができてきますよ、いろんなことがね。 

 だから、はっきりさせなきゃいかぬのは、ちゃんと今協議に入るのは

参加を前提としないんだということを、そうおっしゃるならそうしなき

ゃいかぬし、それから、実は交渉参加に向けて協議に入るんだという、

これも曖昧ですよ、総理がおっしゃったとおりね。こんな形でおっしゃ
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っているんだ。みんな曖昧なまま、だまされちゃいかぬから、本当にだ

まされる可能性あるから、後は秘密交渉で表へ出せない話としてどんど

ん話が進んじゃう、情報は流れてきませんみたいな話になったとき大変

だから、ここは大臣、ちゃんと参加を前提としないと、そのための協議

なんだと、協議に入ったということなんだとはっきり言ってください。

そう、それを統一見解にしてください。 

 

○国務大臣（鹿野道彦君） 

 私は、前に予算委員会でもそのようなこと、申し上げたことでござい

ます。もうこれ以上の申し上げることは声を大きくするだけでございま

して、声を大きくすることは迷惑を掛けることでありますから、まさし

く交渉参加を前提としないと、こういう認識であるということだけは再

度申させていただきたいと思います。 

 

○山田俊男君 

 石田副大臣、鹿野有力閣僚がここまでおっしゃっているんですよ。そ

れは総理と同じだとおっしゃっているんだから、そこは副大臣も、参加

を前提としないと、参加を前提としない協議なんだということをはっき

り確約してください。 

 

○副大臣（石田勝之君） 

 ＴＰＰ交渉参加に向けての関係国との協議に入ることとしたことにつ

いて、あくまでも、先ほど来申し上げているように、国益の視点に立っ

てこのＴＰＰの結論を得ていくと、そういうふうにしているわけであり

まして、予断を持たないということでありまして、この点については鹿

野大臣と私どもの認識は一緒だというふうに思っております。 

 

○委員長（小川勝也君） 

 時間です、時間です。時間ですよ。 

 

○山田俊男君 

 もう残念ながら、もう一言で、時間がなくなっちゃった。 

 要は、参加を前提にしたのか、していないかということが大事なんで

ね、ここ、ちゃんと閣僚間で統一してもらいたい、こんなふうに申し上

げて私の質疑を終わります。 

 ありがとうございました。 


